
(財)財務会計基準機構会員

平成18年３月期　個別財務諸表の概要 平成18年４月27日

上場会社名　西日本旅客鉄道株式会社 上場取引所：東 大 名 福
コード番号　　 9021 本社所在都道府県 　　　

（ＵＲＬ　http://www.westjr.co.jp） 大阪府　　　　　 　　　

TEL(06)6375-8889 　　

有

未定 平成18年６月下旬

無 （５月取締役会で決定の予定）

１.平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1) 経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

円

―

―
(注) ① 18年３月期 2,000,000株 17年３月期 2,000,000株

② 無

③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 配当状況

(3) 財政状態

(注) ① 18年３月期 2,000,000株 17年３月期 2,000,000株

② 18年３月期         0株 17年３月期         0株

２.平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）

856,000

425,000

百万円

当期純利益

39,000

25,000

百万円

経 常 利 益売　上　高

69,000

45,000

百万円

――

銭円 銭

3,000.00

％

当 期 純 利 益

％

846,477

851,280

百万円

2.2

74,379 14.4

株 主 資 本
当期純利益率

　上記の予想を含む見通しの記述は、発表日現在に入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績・
結果は予想数値あるいは見通しと異なる場合があります。

山 崎 正 夫

来 島 達 夫

期 中 平 均 株 式 数

経　常　利　益

18 年 ３ 月 期

0.1

0.6

％

17 年 ３ 月 期

代 表 者

問 合 せ 先 責 任 者

決算取締役会開催日

配当支払開始予定日

代表取締役社長

広 報 室 長

平成18年４月27日

19,500円

百万円

2,102,166

2,098,076

総　資　産

百万円

00銭

17 年 ３ 月 期

18 年 ３ 月 期

17 年 ３ 月 期

通 期

18 年 ３ 月 期

期末 発 行 済 株 式 数

期 末 自 己 株 式 数

中 間 期

会計処理の方法の変更

6,000.00

6,000.00

円 銭

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

銭銭

3,500.00

株主資本比率株 主 資 本

配当性向

25.0

期　　末中　　間

１株当たり株主資本

2.5

配当金総額
（年間）

百万円

18 年 ３ 月 期

17 年 ３ 月 期

17,570.30

24,002.6148,005

35,140

29.1

△ 26.8

474,315

中　　間

10.5

百万円

110,057

108,978

4.3

△ 1.0 75,989

１株当たり
当期純利益

237,157.57

円

百万円 円

251,114.8723.9

銭

502,229

１株当たり年間配当金

22.6

6,000.00

円

3,000.00

銭

単元株制度採用の有無

定 時 株 主 総 会 開 催 日

中 間 配 当 制 度 の 有 無

百万円 ％

売　　上　　高 営　業　利　益

銭円

7.2

％

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

銭

総　資　本
経常利益率

％

3.6

3.5

売　上　高
経常利益率

％

8.9

8.8

株主資本
配当率

％ ％

34.1 2.4

―

3,000.00

円

2,500.00

3,000.00

円

12,000

12,000

％

期　　末

２７



（１） 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円）

Ⅰ １３１，４１７ １２７，９７１ 　 ３，４４５

1. ４４，７００ ３６，７７１ 　 ７，９２８

2. １６，９２３ １５，９０５ 　 １，０１８

3. ２１，４１４ １６，０９０ 　 ５，３２３

4. ４，０７０ ３，８９５ 　 １７４

5. １２，０５３ ２０，３５４ △ ８，３００

6. － １６ △ １６

7. ５，４０９ ４，６０４ 　 ８０４

8. １，７２９ １，８２０ △ ９０

9. １４，５２１ １５，０７３ △ ５５１

10. １０，６５６ １３，６２０ △ ２，９６３

11. △ ６４ △ １８３ 　 １１９

Ⅱ １，９７０，７４８ １，９７０，１０４ 　 ６４４

Ａ １，５３９，２４６ １，５５０，３０６ △ １１，０５９

Ｂ ６１６ １７２ 　 ４４３

Ｃ ５３，８６９ ５５，９４４ △ ２，０７４

Ｄ ７４，４１５ ７７，４２０ △ ３，００４

Ｅ ５７，８１７ ６７，８２５ △ １０，００７

Ｆ ２４４，７８３ ２１８，４３６ 　 ２６，３４７

1. 投 資 有 価 証 券 ２４，６７２ １５，１５５ 　 ９，５１７

2. 関 係 会 社 株 式 １２２，８２９ １２２，４７０ 　 ３５８

3. 長 期 貸 付 金 １４，９６４ １４，２６５ 　 ６９８

4. 長 期 前 払 費 用 ４，６１１ ３，４６６ 　 １，１４５

5. 繰 延 税 金 資 産 ７５，６０９ ６１，６０８ 　 １４，０００

6. そ の 他 の 投 資 等 ２，３７９ ２，２６７ 　 １１２

7. 貸 倒 引 当 金 △ ２８２ △ ７９６ 　 ５１４

２，１０２，１６６ ２，０９８，０７６ 　 ４，０８９

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

資 産 合 計

２８

投 資 そ の 他 の 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

船 舶 事 業 固 定 資 産

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

分 譲 土 地 建 物

増　　　減

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 運 賃

（ 資　 産 　の 　部 ）

(平成18年３月31日現在) (平成17年３月31日現在)

当　期　末 前　期　末
科　　　　　目

未 収 金



（単位：百万円）

Ⅰ ５１３，６７２ ４７５，４９５ 　 ３８，１７７

1. １２８，５６７ １０８，９７８ 　 １９，５８９

2. ４１，４７１ ２１，４７６ 　 １９，９９５

3. ３６，１３９ ３８，６２３ △ ２，４８３

4. １９，６００ ５，８４２ 　 １３，７５８

5. １２２，４７３ １０５，３６６ 　 １７，１０６

6. １９，０５８ １９，００４ 　 ５３

7. １，３８１ ２，４３０ △ １，０４８

8. ２３，２０７ １６，５９７ 　 ６，６１０

9. ２，３３４ ２，６５３ △ ３１８

10. １０，８６２ １１，５９０ △ ７２７

11. ３０，４５５ ３０，３８１ 　 ７３

12. ５０，７５２ ８３，３８０ △ ３２，６２７

13. ３４４ １５２ 　 １９２

14. ２６，９８７ ２８，９５０ △ １，９６３

15. ３６ ６７ △ ３１

Ⅱ １，０８６，２６４ １，１４８，２６６ △ ６２，００２

1. ２２０，０００ ２２０，０００ 　 －

2. １７７，４７４ ２０６，６４５ △ ２９，１７１

3. ４６３，８５７ ４９９，７９４ △ ３５，９３６

4. ２，６１２ ２１，８３３ △ １９，２２０

5. １８２，９６９ １８１，７１８ 　 １，２５１

6. １４，４００ － 　 １４，４００

7. ７，５４３ － 　 ７，５４３

8. １７，４０７ １８，２７５ △ ８６８

１，５９９，９３６ １，６２３，７６１ △ ２３，８２４

Ⅰ １００，０００ １００，０００ 　 －

Ⅱ ５５，０００ ５５，０００ 　 －

５５，０００ ５５，０００ 　 －

Ⅲ ３３７，６３３ ３１５，４９２ 　 ２２，１４０

1. １１，３２７ １１，３２７ 　 －

2. ２４８，９８２ ２１７，６４７ 　 ３１，３３５

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ８，９８２ ７，６４７ 　 １，３３５

別 途 積 立 金 ２４０，０００ ２１０，０００ 　 ３０，０００

3. ７７，３２３ ８６，５１８ △ ９，１９４

Ⅳ ９，５９６ ３，８２２ 　 ５，７７４

５０２，２２９ ４７４，３１５ 　 ２７，９１４

２，１０２，１６６ ２，０９８，０７６ 　 ４，０８９

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ 資 　 本  　の  　部 ）

長 期 借 入 金

鉄道施設購入長期未払金

長 期 未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

環 境 安 全 対 策 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

耐 震 補 強 対 策 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

前 受 収 益

増　　　減科　　　　　目

未 払 金

(平成17年３月31日現在)(平成18年３月31日現在)

1年以内に支払う長期未払金

（ 負　 債 　の 　部 ）

流 動 負 債

当　期　末 前　期　末

２９

短 期 借 入 金

1年以内に返済する長期借入金

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

社 債

未 払 費 用

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃



（２） 損 益 計 算 書 
（単位：百万円）

Ⅰ

1. 　 ８３３，１６５ 　 ８２８，３１４ 　 ４，８５０

2. 　 ７３５，５４８ 　 ７２９，６３５ 　 ５，９１２

　 ９７，６１７ 　 ９８，６７８ △ １，０６１

Ⅱ 　 　

1. 　 ３９４ 　 ３８１ 　 １３

2. 　 ５０２ 　 ４３３ 　 ６９

△ １０８ △ ５２ △ ５５

Ⅲ

1. 　 １７，７２０ 　 １７，７８１ △ ６０

2. 　 ６，２５１ 　 ６，３５０ △ ９９

　 １１，４６９ 　 １１，４３０ 　 ３８

　 １０８，９７８ 　 １１０，０５７ △ １，０７９

Ⅳ 　 ５，２１８ 　 ５，０４９ 　 １６９

1. 　 ５８６ 　 ５４３ 　 ４３

2. 　 ４，６３２ 　 ４，５０６ 　 １２６

Ⅴ 　 ３８，２０７ 　 ４０，７２７ △ ２，５１９

1. 　 ３７，８５０ 　 ４０，４７４ △ ２，６２３

2. 　 ３５６ 　 ２５２ 　 １０４

　 ７５，９８９ 　 ７４，３７９ 　 １，６０９

Ⅵ 　 ７６，７０３ 　 ７３，６２８ 　 ３，０７５

1. 　 ５８，７２４ 　 ３８，９１９ 　 １９，８０４

2. 　 ４，０１７ 　 ６，３６３ △ ２，３４５

3. 　 ７４ 　 ２０，９３４ △ ２０，８６０

4. 　 ８，８７４ 　 ５，８５６ 　 ３，０１７

5. 　 ５，０１３ 　 １，５５３ 　 ３，４５９

Ⅶ 　 ９５，６３５ 　 ６５，８７７ 　 ２９，７５７

1. 　 ５８，３２８ 　 ３８，５２６ 　 １９，８０２

2. 　 ４，０１４ ６，３６３ △ ２，３４８

3. 　 ５，５８３ 　 １１，２８２ △ ５，６９８

4. 　 － 　 ３，９０１ △ ３，９０１

5. 　 １４，４００ 　 － 　 １４，４００

6. ７，５４３ － 　 ７，５４３

7. ５，７６４ ５，８０３ △ ３９

　 ５７，０５７ 　 ８２，１３０ △ ２５，０７２

　 ３９，３２７ 　 ３４，８７７ 　 ４，４５０

△ １７，４１０ △ ７５２ △ １６，６５７

　 ３５，１４０ 　 ４８，００５ △ １２，８６４

　 ４８，１８２ 　 ４３，５１２ 　 ４，６７０

　 ６，０００ 　 ５，０００ 　 １，０００

　 ７７，３２３ 　 ８６，５１８ △ ９，１９４

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

耐震補強対策引当金繰入額

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 の 損 失

環境安全対策引当金繰入額

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

収 用 事 業 等 圧 縮 額

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 益

収 用 事 業 等 受 入 額

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金

船 舶 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

鉄 道 事 業 営 業 利 益

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

科　　　目 平成１７年 ４月　１日から 平成１６年 ４月　１日から

当 　　 期 前　　　期

増　　減

平成１８年 ３月３１日まで 平成１７年 ３月３１日まで

３０

そ の 他 の 利 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損

固 定 資 産 売 却 益



 ３１ 

（３） 利 益 処 分 案 

（単位：百万円） 

科         目 当   期 前   期 増  減 

 

当 期 未 処 分 利 益 

 

７７,３２３ 

 

８６,５１８ △ ９,１９４

固定資産圧縮積立金取崩額 ９９１ ８０６  １８５

合 計 ７８,３１５ ８７,３２４ △ ９,００９

これを次のとおり処分します。    

配 当 金 ６,０００ ７,０００ △ １,０００

 (１株につき 3,000円) 

   

(１株につき 3,500円) 

   

 

任 意 積 立 金 

固定資産圧縮積立金 

２４,１８５ 

４,１８５ 

３２,１４１ 

２,１４１ 

△ 

 

７,９５６

２,０４３

別 途 積 立 金 ２０,０００ ３０,０００ △ １０,０００

次 期 繰 越 利 益 ４８,１２９ ４８,１８２ △ ５３
   

(注)１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．平成 16 年 12 月 10 日に 5,000 百万円(１株につき 2,500 円)の中間配当を実施いたしました。 

３．平成 17 年 12 月 19 日に 6,000 百万円(１株につき 3,000 円)の中間配当を実施いたしました。 
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（４） 重 要 な 会 計 方 針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法  

貯  蔵  品  移動平均法による原価法によっております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

均等額償却を行っております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。 

会計基準変更時差異(301,642 百万円)については、10 年による按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 

(4) 耐震補強対策引当金 

   新幹線における高架橋柱の耐震補強に係る撤去・復旧費用等の支出に備えるため、当期末におい

てその金額を合理的に見積もることができる費用について計上しております。 

  耐震補強計画については、平成 16 年 10 月 23 日に発生した新潟県中越地震によって上越新幹線

の高架橋柱が被災したことに鑑み、平成 20 年度までに工事を完了することとしております。 

  また、現時点で合理的に見積もることができないものについては計上しておりません。 

(5) 環境安全対策引当金 

   保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当期末においてその金額を合理的に見

積もることができる処理費用について計上しております。また、見積もり金額は、日本環境安全事

業㈱（ＪＥＳＣＯ）から公表されている単価に基づき算定したものであり、現時点で処理費用を合

理的に見積もることができないものについては計上しておりません。 
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５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として

工事負担金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を

取得した固定資産の取得原価から直接減額しております。 

なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取

得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮損として特別損失に計上しております。 

 

７．消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

 

（５） 注  記  事  項 
 

（貸借対照表関係） 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

                 ２,２９８,６４２百万円      ２,２３７,９８７百万円 

 

２．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

               ４７３,２９９百万円        ４１９,１４７百万円 

 

３．保証債務 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

                ２５,３８９百万円          ２７,２５３百万円 

 

４．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

               ２５,０００百万円         ２５,０００百万円 

 

５．担保提供資産 

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成 13 年法律

第 61 号）附則第７条に基づき、総財産を社債の一般担保に供しております。 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

              ２００,０００百万円         ２００,０００百万円 

 

（損益計算書関係） 

 

１．研究開発費の総額 

                     （当   期）         （前   期） 

                  ６,５３２百万円           ６,１３０百万円 

２．その他の損失 

  特別損失「その他の損失」のうち、福知山線列車事故に伴う支出額は 4,245 百万円であります。ま

た、今後事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、これらの費用については、現時点では金額等

を合理的に見積もることが困難であります。 
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（６） リース取引に関する注記 
 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

（７） 有価証券に関する注記 
 

前連結会計年度及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記

載しております。 

なお、当期末における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。  

 

 
（８） 税効果会計に関する注記 
 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     (単位:百万円) 

項   目 当  期 

繰 延 税 金 資 産 

 賞 与 引 当 金 １０,９８１ 

 未 払 社 会 保 険 料 １,４１３ 

 未 払 事 業 税 ２,０４７ 

 退 職 給 付 引 当 金

耐 震 補 強 対 策 引 当 金

環 境 安 全 対 策 引 当 金

７４,４５０ 

５,８５９ 

３,０６９ 

 そ の 他 ７,２４７ 

 繰 延 税 金 資 産 合 計 １０５,０６８ 

繰 延 税 金 負 債 

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 △  ６,５８３ 

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △  ８,３５３ 

 繰 延 税 金 負 債 合 計 △ １４,９３７ 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 ９０,１３０ 

 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因になった主な項目

別の内訳 

（単位：％） 

項   目 当  期 

法 定 実 効 税 率   ４０.６９ 

（調 整）  

 交際費等永久に損金に算入されない項目 ０.１６ 

 住 民 税 の 均 等 割 ０.５８ 

 法 人 税 の 特 別 税 額 控 除 △ ２.１７ 

 そ の 他 △ ０.８５ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ３８.４１ 
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（９） １株当たり情報に関する注記 
 

１株当たり純資産額 

                     （当   期）     （前   期） 

              ２５１,１１４円８７銭     ２３７,１５７円５７銭 

 

１株当たり当期純利益金額 

                     （当   期）    （前   期） 

               １７,５７０円３０銭      ２４,００２円６１銭 

 

 

（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 当     期 

平成 17 年 4 月 １日から

平成 18 年 3 月 31 日まで

前     期 

平成 16 年 4 月 １日から

平成 17 年 3 月 31 日まで

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（百万円） ３５,１４０ ４８,００５ 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 （うち利益処分による役員賞与金） （－） （－）

 普通株式に係る当期純利益（百万円） ３５,１４０ ４８,００５ 

 期中平均株式数（千株） ２,０００ ２,０００ 

 

 

 

（10） 役 員 等 の 異 動 
 
「役員等の異動」については、５月中を目途に、記載が可能になり次第開示いたします。 
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平成１８年４月２７日 
西日本旅客鉄道株式会社 

 
【連結決算】 

 

１. 経営成績  ※連結参考資料 連１参照 

  （単位：億円、％）

 17 年度 16 年度 増減 前年比 記 事 

営  業  収  益 12,400 12,208 192 101.6 ３期連続の増収 

営  業  費  用 11,048 10,877 171 101.6  

営  業  利  益 1,352 1,331 21 101.6 ６期連続の増益 

経  常  利  益 1,021 959 62 106.5 ６期連続の増益 

特  別  損  益 △222 94 △317 －  

当 期 純 利 益 465 589 △124 78.9 ３期ぶりの減益 

 

 

(1) 営業収益 1 兆 2,400 億円 （対前年 ＋192 億円 101.6％） 

・当社は、運輸収入の増等により、48 億円の増収。 

・子会社は、物販飲食業、不動産販売賃貸業、百貨店業、旅行業等の増収により、144 億円の増

収。 

 

(2) 営業費用 1 兆 1,048 億円 （対前年 ＋171 億円 101.6％） 

・当社は人件費、動力費の減等があったものの、安全性向上に向けた取組等による修繕費等の

増で 58 億円の増加。 

・子会社は売上原価等の増で 112 億円の増加。 

 

(3) 営業利益 1,352 億円 （対前年 ＋21 億円 101.6％） 

・当社は、営業収益の増を上回る営業費用の増により、10 億円の減益。 

・子会社は、不動産販売賃貸業、旅行業、物販飲食業等が増益となり、31 億円の増益。 

 

(4) 経常利益 1,021 億円 （対前年 ＋62 億円 106.5％） 

・長期債務縮減による支払利息減や持分法投資利益の増等により営業外損益が改善。 

 

(5) 特別損益 △222 億円 （対前年 △317 億円） 

・当社において特別損失に福知山線列車事故に係る費用を 42 億円計上、加えて将来のＰＣＢ処

理費用 75億円や耐震補強対策に係る費用 144 億円を引当金として繰入れた｡また､前年度は当

社及び子会社においてﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ㈱株式等の売却益を計上。 

 

(6) 当期純利益 465 億円 （対前年 △124 億円 78.9％） 

・ 営業収益は、当社、子会社ともに増収。 
・ 営業利益、経常利益はいずれも増益。 
・ 福知山線列車事故関連経費の計上、また、ＰＣＢ処理費用や耐震補強対策に係る費用を引当
金として繰入れたことなどにより、当期純利益は減益。 
・ 連結子会社数 69 社（対前年＋３社）、持分法適用会社 ４社 

平成 17 年度 決算について 



 - 2 -

２. セグメント情報  ※連結参考資料 連１参照 

 

(1) 運輸業 （当社、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、嵯峨野観光鉄道㈱） 

  （単位：億円、％）

 17 年度 16 年度 増減 前年比 記 事 

営  業  収  益 8,508 8,460 48 100.6

営  業  利  益 980 993 △ 13 98.6

運輸収入の増 
当社の修繕費増等 

 

(2) 流通業 （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊勢丹 他８社） 

  （単位：億円、％）

 17 年度 16 年度 増減 前年比 記 事 

営  業  収  益 2,444 2,328 116 105.0

営  業  利  益 59 52 7 113.7

物販飲食業、百貨店業増 
 

 

(3) 不動産業 （大阪ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産開発㈱ 他 20 社） 

  （単位：億円、％）

 17 年度 16 年度 増減 前年比 記 事 

営  業  収  益 757 708 48 106.8

営  業  利  益 205 189 15 108.3

分譲、ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ事業増 
 

 

(4) その他事業 （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発、㈱日本旅行、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ 他 30 社） 

  （単位：億円、％）

 17 年度 16 年度 増減 前年比 記 事 

営  業  収  益 2,802 2,595 206 108.0

営  業  利  益 114 101 12 112.5

新規連結による増、旅行業増 
 

 

 

３. 財政状態  ※連結参考資料 連２参照 

     （単位：億円）

科 目 17 年度 16 年度 増減 記 事 

流動資産 2,078 2,141 △ 62 現預金 △68 

固定資産 21,480 21,501 △ 20  資産の部 

計 23,559 23,643 △ 83  

流動負債 5,411 4,972 438  

固定負債 12,227 13,172 △944  負債の部 

計 17,639 18,144 △505  

(再掲：長期債務) (10,249) (10,816) (△567) 当社 △530、子会社 △36 

少数株主持分 277 254 22  

資本の部 5,642 5,243 398 当期純利益 465 

及
び 

資
本
の
部 

負
債･

少
数
株
主
持
分 

合 計 23,559 23,643 △ 83  

 

 

４. キャッシュ・フローの状況  ※連結参考資料 連３参照 

    （単位：億円）

 17 年度 16 年度 増減 記 事 

営 業 活 動 1,640 1,429 211 退職給付引当金増、法人税支払減 

投 資 活 動 △1,017 △ 849 △ 168 設備投資増 

フリー・キャッシュ・フロー 623 580 42

財 務 活 動 △ 693 △ 664 △  29  

現金及び現金同等物の増減 △   70 △   84 13

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加 2 0 2

現金及び現金同等物の期末残高 554 622 △  68
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５．18 年度通期の連結業績予想  ※連結参考資料 連４参照 

  （単位：億円、％）

 18 年度 

予 想 

17 年度 

実 績 
増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 12,450 12,400 49 100.4 当 社:運輸収入増等 

子会社:旅行業増 

不動産業、物販飲食業減 

営 業 費 用 11,207 11,048 158 101.4 当 社:修繕費、業務費増等 

子会社:売上原価等増 

営 業 利 益 1,243 1,352 △109 91.9  

経 常 利 益 920 1,021 △101 90.0  

特  別  損  益 △ 56 △222 166 25.1  

当 期 純 利 益 486 465 20 104.5  
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【単体決算】 

 
１. 経営成績  ※単体参考資料 単１及び単１-２参照 

  （単位：億円、％）

 17 年度 16 年度 増減 前年比 記 事 

営  業  収  益 8,512 8,464 48 100.6 ２期連続の増収 

営  業  費  用 7,423 7,364  58 100.8  

営  業  利  益 1,089 1,100 △ 10 99.0 ５期ぶりの減益 

経  常  利  益 759 743 16 102.2 ６期連続の増益 

特  別  損  益 △189 77 △266 －  

当  期  純  利  益 351 480 △128 73.2 ７期ぶりの減益 

 
(1) 営業収益 8,512 億円 （対前年 ＋48 億円 100.6％） 

   ① 運輸収入 7,565 億円 （対前年 ＋55 億円 100.7％） 

鉄道旅客運輸収入の内訳 （単位:億円、％）

 17 年度 16 年度 増減 前年比 記 事 

新  幹  線 3,238 3,134 104 103.3 ３期連続の増収 

京阪神 2,975 3,004 △ 29 99.0 ５期連続の減収 

その他 1,347 1,365 △ 18 98.6 10 期連続の減収 在来線 

計 4,322 4,370 △ 48 98.9 10 期連続の減収 

鉄道旅客運輸収入 7,560 7,504 55 100.7 ２期連続の増収 

・福知山線列車事故の影響により、在来線京阪神は減収となったが、愛知万博等により新幹線

のご利用が好調なことや、昨年度の度重なる災害による減収の反動増などにより増収。 
 
② その他の収入 947 億円 （対前年 △7 億円 99.2％） 

・いわゆる関連事業収入は、大阪駅改良の影響などにより 3億円減の 402 億円。 

 

(2) 営業費用 7,423 億円 （対前年 ＋58 億円 100.8％） 

・社員数減による人件費減や動力費、固定資産税の減等があったものの、安全性向上に向けた

取組等による修繕費の増、部外委託費等の増による業務費の増により、58 億円の増加。 

 

(3) 営業利益 1,089 億円 （対前年 △10 億円 99.0％） 

・営業収益の増加を上回る営業費用の増により、10 億円の減益。 

 

(4) 経常利益 759 億円 （対前年 ＋16 億円 102.2％） 

・支払利息の減など、営業外費用が 25 億円減少したことにより営業外損益が改善。 

 

(5) 特別損益 △189 億円 （対前年 △266 億円） 

・特別損失に福知山線列車事故に係る費用を 42 億円計上、将来のＰＣＢ処理費用 75 億円や耐

震補強対策に係る費用 144 億円を引当金として繰入れた｡また、新幹線側道用地の除却損 55

億円などを計上した。なお、前年度はﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ㈱株式の売却益を計上。 

 

(6) 当期純利益 351 億円 （対前年 △128 億円 73.2％） 

 

・ 運輸収入、営業収益は増収、営業利益は減益、経常利益は増益、当期純利益は減益。 
・ 運輸収入では､定期外収入は増収（+66 億円）、定期収入は減収（△10 億円）。 
・ 営業費用は、人件費が減少したものの修繕費など物件費の増により前年を上回った。 

・ 特別損失に福知山線列車事故関連費用の計上、また、ＰＣＢ処理費用や耐震補強対策に係る

費用を引当金として繰入れたほか、新幹線側道用地の除却損などを計上。 
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２. 財政状態  ※単体参考資料 単２参照 

     （単位：億円）

科 目 17 年度 16 年度 増減 記 事 

流動資産 
1,314 1,279 34 現預金 79 

未収金 53、短期貸付金 △83 

固定資産 19,707 19,701 6  
資産の部 

計 21,021 20,980 40  

流動負債 5,136 4,754 381  

固定負債 10,862 11,482 △620  負債の部 

計 15,999 16,237 △238  

(再掲：長期債務) (9,611) (10,142) (△530)  

資本の部 5,022 4,743 279 当期純利益 351 

負
債 

資
本
の
部 

合 計 21,021 20,980 40  

 

 

３. 設備投資   

 （単位：億円、％）  

 17 年度 16 年度 増減 前年比  

 設  備  投  資 1,421 1,276 144 111.3  

 自 己 資 金 1,063 928 135 114.5  

 負 担 金 357 348 9 102.6  

 

 

４．18 年度通期の業績予想  ※単体参考資料 単３参照 

  （単位：億円、％）

 18 年度 

予 想 

17 年度

実 績
増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 8,560 8,512 47 100.6  

 運 輸 収 入 7,575 7,565 9 100.1 定期収入の増 

 そ の 他 収 入 985 947 37 103.9 部外関連工事の増等 

営 業 費 用 7,555 7,423 131 101.8 修繕費、業務費増等 

営 業 利 益 1,005 1,089 △ 84 92.2  

経 常 利 益 690 759 △ 69 90.8  

特  別  損  益 △ 35 △189 154 18.5  

当 期 純 利 益 390 351 38 111.0  

 



（単位：億円、％）

比　率

8,512 8,464 48 100.6

運 輸 収 入 7,565 7,509 55 100.7

運輸附帯収入 225 228 △ 3 98.7

関連事業収入 177 177 △ 0 99.7

そ の 他 収 入 544 548 △ 3 99.3

7,423 7,364 58 100.8

人 件 費 2,761 2,868 △ 106 96.3  社員数減

物 件 費 3,200 3,005 195 106.5  業務費・修繕費増、動力費減

線路使用料等 247 246 0 100.4

租 税 公 課 287 297 △ 10 96.6  固定資産税減

減 価 償 却 費 925 945 △ 20 97.9

1,089 1,100 △ 10 99.0

△ 329 △ 356 26 92.5

営 業 外 収 益 52 50 1 103.4

営 業 外 費 用 382 407 △ 25 93.8  支払利息減

759 743 16 102.2

△ 189 77 △ 266 #####

特 別 利 益 767 736 30 104.2  工事負担金等受入額、固定資産売却益 等

特 別 損 失 956 658 297 145.2  工事負担金等圧縮損、固定資産除却損、
 耐震補強対策引当金・環境安全対策引当金繰入、

 福知山線事故関連経費

570 821 △ 250 69.5

219 341 △ 122 64.2

351 480 △ 128 73.2

（注）［　］は、H18.1.31発表の業績予想値を示しております。

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前当期純利益

法 人 税 等

営 業 外 損 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

損  益  計  算  書 (単 体）

項　　　　　目 平成17年度 平成16年度
増　減

備　　　　　　　　考
対　前　年

17年度 16年度 比 率

運 輸 附 帯 収 入 225 228 △ 3 98.7
　構 内 営 業 料 68 69 △ 1 98.4
　広    告    料 55 57 △ 1 97.7
　高架下等貸付料 87 87 △ 0 99.9
　駐 車 場収入等 13 14 △ 0 96.3
　関 連 事 業 収 入 177 177 △ 0 99.7
　不動産賃貸収入 135 138 △ 2 97.9
  そ    の    他 41 39 　 2 105.7
合    　計 402 406 △ 3 99.1

いわゆる関連事業等収入内訳
増 減

17年度 16年度 比 率

 鉄　      　道 7,561 7,505 　 55 100.7
  定          期 1,488 1,498 △ 10 99.3
  定    期    外 6,071 6,005 　 66 101.1
  荷          物 0 1 △ 0 60.8
 船　      　舶 3 3 　 0 103.5
合    　計 7,565 7,509 　 55 100.7

運 輸 収 入 内 訳
増 減

[8,515]

[745]

[350]

[1,080]

－

単体参考資料

単－１



鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

 （単位：百万人㌔、億円）

定 期 630 620 9 101.6 79 79 0 100.9

定期外 14,218 13,691 526 103.8 3,158 3,054 103 103.4

合 計 14,848 14,312 536 103.7 3,238 3,134 104 103.3

定 期 22,708 22,757 △ 48 99.8 1,408 1,419 △ 10 99.2

定期外 15,270 15,474 △ 204 98.7 2,913 2,950 △ 37 98.7

合 計 37,979 38,231 △ 252 99.3 4,322 4,370 △ 48 98.9

定 期 18,280 18,326 △ 45 99.7 1,134 1,143 △ 8 99.3

定期外 9,992 10,110 △ 118 98.8 1,840 1,861 △ 20 98.9

合 計 28,272 28,437 △ 164 99.4 2,975 3,004 △ 29 99.0

定 期 4,428 4,430 △ 2 99.9 274 276 △ 2 99.1

定期外 5,278 5,363 △ 85 98.4 1,072 1,089 △ 16 98.5

合 計 9,706 9,794 △ 87 99.1 1,347 1,365 △ 18 98.6

定 期 23,339 23,377 △ 38 99.8 1,488 1,498 △ 10 99.3

定期外 29,488 29,166 322 101.1 6,071 6,005 66 101.1

合 計 52,828 52,544 283 100.5 7,560 7,504 55 100.7

運　　　輸　　　収　　　入

(%)
対前年比

増　減 (%)
対前年

平成17年度 平成16年度 平成17年度 平成16年度
対前年比

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　　　　目

在来線

在
来
線
内
訳

京阪神

その他

増　減
対前年

新幹線

単－１－２



貸  借  対  照  表（単 体）

（単位：億円）

平成17年度 平成16年度
期 末 期 末

流     動     資     産 1,314 1,279  34 現 預 金 79       

未 収 金 53       

短 期 貸 付 金 △ 83       

資

固     定     資     産 19,707 19,701  6

産 16,681 16,838 △ 156 資 産 増 1,528    

資 産 減 △ 1,685    
（う ち 減 価 償 却 費 △ 925）

の

部 578 678 △ 100

2,447 2,184  263 繰延税金資産 140      
出 資 株 式 98       

合           計 21,021 20,980  40

平成17年度 平成16年度
期 末 期 末

流     動     負     債 5,136 4,754 381

972 659  312

　 4,164 4,095  69 短 期 借 入 金 195      
未 払 金 171    

負 前 受 金 △ 326    

固     定     負     債 10,862 11,482 △ 620

債 8,639 9,482 △ 843
長期債務残高     

1,829 1,817  12     17年度末　･･･ 9,611    
・     16年度末　･･･ 10,142   

393 182  210 △ 530

資

負     債     合     計 15,999 16,237 △ 238

本 1,000 1,000  －
550 550  －
3,376 3,154 221

の 利 益 準 備 金 113 113  －
固定資産圧縮積立金 89 76 13
別 途 積 立 金 2,400 2,100  300

部 当 期 未 処 分 利 益 773 865 △ 91

95  38  57
資     本     合     計 5,022 4,743  279

合           計 21,021 20,980  40

株 主 資 本 比 率 23.9％ 22.6％
総資産営業利益率（ＲＯＡ） 5.2％ 5.2％

増  減

増  減 備             考

備             考科               目

科               目

鉄 道 事 業 等 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

そ の 他 の 固 定 負 債

１ 年 以 内 長期 借入 金等

未 払 金 等

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

退 職 給 付 引 当 金

 単－２



平 成 18 年 度 通 期 業 績 予 想（単 体）

（単位：億円、％）

比　率

8,560 8,512 47 100.6

運 輸 収 入 7,575 7,565 9 100.1  定期収入増

そ の 他 収 入 985 947 37 103.9  部外関連工事の増 等

7,555 7,423 131 101.8  修繕費、業務費増 等

1,005 1,089 △ 84 92.2

△ 315 △ 329 14 95.5  支払利息減

690 759 △ 69 90.8

△ 35 △ 189 154 18.5

655 570 84 114.8

390 351 38 111.0

（注） [　　］は、中間期を示しております。

営 業 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 損 益

営 業 利 益

特 別 損 益

税引前当期純利益

営 業 収 益

項　　　　　目 備　　　　　考
業 績 予 想 実 績

対　前　年

増　減

平成18年度 平成17年度

[4,250]

[  450]

[  250]

[　620]

単－３



（単位：人、億円、％）

連　結 単　体 連　結 単　体

43,093 25,830 43,118 26,525 

－　 ［29,493］ －　 ［30,745］

590 543 613 562 

3,202 1,829 3,801 2,345 

－　 1,407 －　 1,271 

1,119 925 1,136 945 

△ 394 △ 372 △ 423 △ 399 

受取利息・配当金 3 5 3 5 

支 払 利 息 △ 397 △ 378 △ 426 △ 404 

1,610 1,421 1,479 1,276 

自 己 資 金 1,253 1,063 1,131 928 

10,249 9,611 10,816 10,142 

（注）1.記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

2.連結・単体の従業員数は就業人員ベースです。

平成16年度 平成17年度 平成18年度

実　　　績 実　　　績 通期見通し

（連　結） ％ 5.6 5.7 5.2 

（連　結）億円 1,331 1,352 1,243 

（連　結）億円 589 465 486 

（連　結）億円 10,816 10,249 10,000 

（単　体）億円 10,142 9,611 9,600 

（単　体） 人 32,854 31,213 30,357 

諸　　　元　　　表

退 職 手 当

［期末在籍社員数］

項　　　　　目
平 成 17 年 度

従 業 員 数

平 成 16 年 度

修 繕 費

退 職 手 当 支 給 人 員

長 期 債 務 残 高

設 備 投 資

金 融 収 支

減 価 償 却 費

長 期 債 務 残 高

〃

期 首 社 員 数

項　　　　　　　　　　目

Ｒ Ｏ Ａ

営 業 利 益

当 期 純 利 益

共通参考資料

共－１



共－２ 

平成１８年度の主な取り組み 

 

○ 福知山線列車事故で被害に遭われた方々への精一杯の対応 

 

・ 事故で被害に遭われた方々のご意見やご要望を真摯に受け止め、「福知山線列車事故

ご被害者対応本部」を先頭に、全社を挙げて精一杯の対応を行っていく。 

・ 事故のもたらした悲惨さを社員一人ひとりが自らのものとして認識するように努め

ていく。 

 

○ 事業運営における重点実施事項 

 

(1)新たな「企業理念」、「安全憲章」の浸透の徹底 

・ 「企業理念」は、再出発する当社のあるべき姿を示し、全社員が共有すべき価値観

であり、お客様、株主をはじめあらゆる関係者に対する宣言でもある。 

・ 「安全憲章」は、安全の確保こそ最大の使命であるとの決意のもと、社員一人

ひとりの安全に関わる具体的行動指針として制定したものである。 

・ 全社員にこれらを浸透させるための取り組みを徹底し、社員一人ひとりの具体的

行動へと結び付けていく。 

 

(2)安全性向上のための取り組みの推進 

・ 「安全を最優先する企業風土」の構築に向け、「安全性向上計画」の着実な実行

に努めることにより、安全で安心いただける鉄道づくりに全力で取り組む。 

  ・ 労働安全衛生管理の強化 

 

①安全意識のさらなる醸成 

・ 「安全憲章」の徹底 

・ 「安全ミーティング」、「安全の日」における効果的かつ持続性の高い取り組み 

・ 人命最優先の意識・行動を体得する訓練等の実施 

・ 事故資料を展示する施設の設置に向けた具体的検討 

 

②事故防止のためのソフト・ハード対策の実行 

  ・ 基本動作、連絡・復唱の徹底 

・ 重大事故の原因究明と抜本的なソフト・ハード対策の実行 

・ 「事故の芽」、「気がかり事象」を自ら進んで報告できる環境作り 

・ ＡＴＳ－ＳＷ（速度照査機能付）やＡＴＳ－Ｐ形の整備推進、触車事故防止

対策等、運行・設備面における安全性向上施策の推進 

 ・ 設備投資資金や修繕費の集中的な投入による計画的かつ迅速な施策推進 

 

③安全を統括する安全推進部の機能強化 

    ・ 鉄道本部内の各部をリード・統括する企画機能の充実 

・ 安全投資に係る権限・責任の付与等 

 

④安全研究所の設置 

・ 安全性向上の研究・開発に専任で取り組む安全のシンクタンクとして設置 

 

⑤確かな安全を築き上げる人材の育成、教育訓練の充実 

    ・ 新入社員研修をはじめ各種研修における一層効果的な安全教育の実施 

・ 指導監、教育係長を中心とした実務教育の推進 

・ シミュレータ、コンピュータ支援教育システム（ＣＡＩ）の増配置等による

乗務員の実践的な訓練の充実 

 

⑥情報伝達・共有のあり方の見直し 

  ・ 組織間連携を強化し、チームワークを高めることによる信頼性の高い確実な

業務遂行 

・ 現場からの申告が必ず支社長に伝わる仕組みの構築 
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(3)お客様に選択される質の高いサービス・商品の提供 

    

①鉄道事業における輸送サービス全般の品質向上と収益の確保 

・ お客様から常に選択されるためには、安全を第一に、お客様の視点に立ち、

お客様のニーズを的確にとらえた施策展開を迅速かつ着実に実施する必要があり、

輸送サービス、フロントサービス、商品造成・販売等、あらゆる面での品質の

向上に向けた取り組みを進め、収益の確保に努める。 

 

(ｱ)お客様に安心され、信頼される輸送サービスの提供 

・ 新たな列車ダイヤに基づく、安心され、信頼される輸送サービスの提供 

・ 継続的な列車ダイヤの品質向上、ブラッシュアップ 

・ 設備、車両のメンテナンス強化による故障予防 

・ 快適で魅力ある車両の提供に向けた車内美化、新製車両の投入、車両改造 

・ 運行管理システムのエリア拡大及び高機能化、駅構内におけるプラズマデ

ィスプレイ（ＰＤＰ）等の整備によるお客様への適切な情報提供 

・ 救急救命体制の整備に向けた普通救命に係る講習の実施 

 

(ｲ)フロントサービスの向上 

・ サービスに係る知識・技能レベルの向上に向けた取り組みの推進 

 

    (ｳ)「お客様の声」、「お客様の視点」を重視した施策の推進 

・ お客様センターに寄せられるご意見・ご要望の施策への活用 

・ 「お待たせしない駅づくり」、「ご利用いただきやすい駅づくり」に向けた

「みどりの券売機」の増備・機能拡張、フロアマネジャーの配置によるお客様

への案内の徹底、バリアフリー設備の充実、トイレのリニューアル等 

 

(ｴ)平成 18 年春新幹線ダイヤ改正効果の最大化 

・ 山陽新幹線のダイヤ改正を捉えた戦略的な新商品設定と積極的な告知、販売 

 

(ｵ)ＩＴ・ＩＣ化による非対面・直販化の推進 

・ 「ｅ５４８９ｐｌｕｓ」や｢エクスプレス予約｣など新たな販売施策の推進 

・ インターネット専用商品の新設、ご利用に応じたポイントチャージの導入等 

・ ｢Ｊ－ＷＥＳＴ｣カード会員の拡大 

・ ＰｉＴａＰａやＳｕｉｃａとの相互利用等の特性を訴求したＩＣＯＣＡの

販売促進 

 

(ｶ)地元自治体・ＪＲ他社・旅行会社との連携強化 

・ ｢DISCOVER WEST連携協議会｣、｢北陸三県誘客促進連携協議会｣等との連携強化 

・ ＪＲ他社との連携によるデスティネーションキャンペーン（山陰、九州）、

「Japanese Beauty ホクリク」等の展開 

・ ｢西の旅｣、｢旅こよみ｣等の情報誌発行等による観光需要の創出 

    

②関連事業の積極的な展開 

・ 鉄道事業を核とし、お客様の暮らしをサポートする事業の展開にあたっては、

安全性の向上、保有資産の有効活用により、鉄道利用のお客様及び沿線顧客の

利便性を高め、ひいては駅の魅力を向上し、ＪＲ西日本グループ総体として

収益の拡大を図っていく。 

 

③船舶事業の健全運営 

・ 安全確保を一層徹底すべく、安心され、信頼される運航を目指し、責任体制

を強化する等、運航体制の再構築を図ることにより、事業の健全運営を実現。 
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(4)技術・技能の向上と確実な継承 

・ 組織的・計画的な技術・技能の向上並びに技術者づくりに取り組む必要があり、

これまでの実務能力向上のための取り組みを基盤に、グループ会社と一体となって

技術・技能の向上に努めるとともに、確実な継承を図っていく。 

・ 指導体制、教育設備の充実 

・ 鉄道総研や大学、メーカー等社外研究機関との連携強化による専門の技術者づくり 

 

(5)仕事の仕組み、業務プロセスの見直し 

  ・ 現場・支社・本社間、各系統間及びグループ会社間の一層の連携強化を図りなが

ら、仕事の仕組み、業務プロセスの見直しやコスト削減の取り組みを進めるなど、

実効性の高い業務を推進。 

・ 安全を基軸とした責任ある業務執行体制の確立 

 

(6)社員の働きがい、誇りの創出 

・ 企業の活力の源は個々の社員にあり、社員一人ひとりが主体性を発揮することで

働きがいや誇りの創出につなげていく。 

・ 上司・部下のコミュニケーションの充実を図る取り組みを一層推進し、社員の

モチベーションを高めていく。 

・ 「育成、仕事の成果、評価、処遇、運用」のサイクルにおいて社員一人ひとりに

視点を置いた人事マネジメントを実施。 

 

(7)企業の社会的責任（ＣＳＲ）の遂行 

・ 「企業理念」に掲げたあるべき姿を実現していくことが企業の社会的責任の遂行

にほかならないとの考え方に立ち、安心され、信頼される質の高い輸送サービスの

提供を根幹として、企業の社会的責任を遂行。 

・ 事業活動全般におけるコンプライアンスの徹底、リスク情報の迅速な集約及び

適時適切な情報開示等、新会社法の施行をも踏まえながら取り組みを推進。 

・ 個人情報の取り扱いに厳正を期すなど、情報セキュリティの徹底に努めるとともに、

人権啓発の取り組みを引き続き推進。 

・ お客様や広く社会との接点を大切にし、各種部外機関とも連携しながら、事業活動

の充実を図っていく。 

 

(8)地球環境問題への取り組み 

・ 地球環境にやさしい交通機関である鉄道をお客様に選択していただくための取り組

みを推進するとともに、省エネルギー化、リサイクル率の向上等、鉄道システム

自体の環境適合性の一層の向上に努めていく。 

 

(9)技術開発の推進 

・ 他企業や社外研究機関等との連携を深め、先端技術や汎用技術の鉄道システムへ

の積極的な導入を図る。 

 

(10)プロジェクトの着実な推進 

・ 企業グループとして、将来にわたり持続的に発展するための基盤を確固たるもの

とするため、各種プロジェクトの着実な推進を図る。 

    ・ 大阪駅改良・新北ビル開発計画の推進 

・ 大阪外環状線開業に向けた輸送体系、設備計画の検討 

・ 新幹線Ｎ７００系車両の実用化に向けた検討 

・ 九州新幹線博多開業への対応 等 
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○ 設備投資に関する計画 

   

・ 安全性の向上に関わる施策を集中的に実施するとともに、将来にわたって経営基盤

を強化していくための様々な施策に着実に取り組む。 

 

区  分 概  要 

設備の更新・安全性の向上 

（安全関連投資） 

 ・保安・防災対策 

 

  

 

 

・老朽設備取替 

 

 ・車両取替・改造 

 

 

 

・ ＡＴＳ整備、地震・防災対策、教育訓練設備の

拡充等、「安全性向上計画」の諸施策を確実に

実施するとともに、安全ミーティングで提言の

あったホーム安全対策等の施策についても追加

して推進する。 

・ 変電設備、信号保安設備、通信設備および保守

機械等の老朽取替の促進を図る。 

・ 旧型車両更新のための車両新製や予備車両の

増備等を引き続き進める。 

輸送改善  嵯峨野線輸送改善、岡山駅改良等の継続件名を

着実に進めるとともに、新幹線Ｎ７００系車両の

導入に向けた地上設備改良等を行う。 

サービスの改善 お客様に安心、信頼いただけるサービスを提供

するため、バリアフリー整備、駅設備改良を行う

とともに、ｅ５４８９、ＩＣＯＣＡの価値向上に

つながる施策を進める。 

仕組みの改善 構造的コスト削減投資、駅後方設備・機器や

女性社員対応設備の整備等、効率的な業務プロセス

構築につながる各種施策を進める。 

事業の強化・拡大  大阪駅改良・新北ビル開発の着実な推進を図る

とともに、「NexStation Plan(ネクステーションプ

ラン)」を推進し、更なる連結収益の拡大を目指

して事業ポテンシャルの高い駅の開発を進める。

 

 

 

・ 設備投資総額（単体：自己資金） １，４３０億円 




